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要旨：中庸熱ポルトランドセメントを基材とし，高炉スラグ微粉末を 60%，無水石こうを結合材中の全 SO3

量が 3%となるように混和したコンクリートの温度ひび割れ性状について，実構造物レベルの温度・拘束条件

を模擬できる一軸拘束型の温度応力シミュレーション装置を用いて実験的に検討した。その結果，当該コン

クリートのひび割れ発生材齢および引張限界ひずみは一般の高炉セメント B 種を用いた場合より明確に大き

く，中庸熱ポルトランドセメントを単独で用いた場合とほぼ同程度の温度ひび割れ抵抗性を有する可能性を

示した。 
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1. はじめに 

 近年，環境負荷低減や低炭素化を指向した取組みとし

て，セメント・コンクリートに高炉スラグ微粉末やフラ

イアッシュなどの副産物を効果的に利用するための研究

が広く行われている。 

高炉スラグ微粉末（以下，高炉スラグと称する）を用

いるセメントについては，JIS 規格（JIS R 5211 高炉セメ

ント）の B 種の範囲内で化学成分や高炉スラグの比表面

積を調整・選定した低発熱型高炉セメントの研究が進み，

マスコンクリートの温度ひび割れ対策として適用されて

いる 1），2）。また最近では，高炉スラグの分量を C 種の範

囲以上に高めたセメントの検討も行われている 3），4）。 

 しかしながら，この種の高炉セメントに関する検討の

多くは，普通ポルトランドセメントを基材としたもので

あり，低発熱系のポルトランドセメントを基材とした場

合の知見はほとんどないのが実情である。そこで筆者ら

は，中庸熱ポルトランドセメントを基材とし，高炉スラ

グを混和したコンクリートについて，高炉スラグの比表

面積や混和割合が断熱温度上昇特性，強度特性および自

己収縮特性などに及ぼす影響を実験的に検討するととも

に，それらの物性値を用いたマスコンクリート部材の 3

次元 FEM 温度応力解析により，各処方の温度ひび割れ

抵抗性を比較・評価した。その結果，中庸熱ポルトラン

ドセメントを基材として高炉スラグを混和したコンクリ

ートは，普通ポルトランドセメントを基材としたものよ

り断熱温度上昇および自己収縮が明確に小さく，それに

よって温度ひび割れ抵抗性が高くなる可能性が示唆され

た 5）。 

本研究では，既報の解析による評価結果を検証するこ

とを目的に，実構造物の温度条件や拘束条件を模擬でき

る一軸拘束型の温度応力シミュレーション装置

（Temperature-Stress Testing Machine）6），7）を用いて，中

庸熱ポルトランドセメントを基材とした高炉スラグ混和

コンクリートの温度ひび割れ抵抗性を実験的に評価した。 

 

2. 実験概要 

2.1 使用材料 

 使用材料を表－1 に示す。セメントには，市販品の中

庸熱ポルトランドセメント（以下，M と称する）および

高炉セメント B 種（以下，BB と称する）を用いた。ま
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*2 法政大学 デザイン工学部都市環境デザイン工学科 教授 博士（工学）  （正会員） 

表－1 使用材料 

材料 記号 物理的性質など 

セメント 
M 

中庸熱ポルトランドセメント／ 
密度：3.21g/cm3，SO3：2.10%，比表面積：
3210cm2/g 
 

BB 
高炉セメント B 種／密度：3.04g/cm3，SO3：
2.17%，比表面積：3800cm2/g 
 

高炉スラグ微粉末 BFS 
密度：2.91g/cm3，SO3：0.26%，比表面積：
4450cm2/g 
 

天然無水石こう AH 
密度：2.83g/cm3，SO3：54.4%，比表面積：
3930cm2/g 
 

細骨材 S 静岡県掛川市産山砂／ 
表乾密度：2.59g/cm3，吸水率：1.50% 

粗骨材 G 茨城県桜川市産砕石(砕石 2005)／ 
表乾密度：2.63g/cm3，吸水率：0.66% 

混和剤 
AD AE 減水剤／リグニンスルホン酸化合物とポ

リオールの複合体 

AE 空気量調整剤／アルキルエーテル系陰イオ
ン界面活性剤 

 

表－2 コンクリートの配(調)合 

配(調)
合名 

W/B 
単位量（kg/m3） 

W 
B（結合材） 

S G 
(%) M BB BFS AH 

MB60 

50.0 

156 112 0 187 13 810 1019 

M 158 316 0 0 0 808 1016 

BB 160 0 320 0 0 801 1008 
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た，高炉スラグには比表面積が 4000cm2/g 級のものを用

いた。 

2.2 コンクリート配（調）合 

 コンクリートの配（調）合を表－2 に示す。M に高炉ス

ラグを内割りで 60%混和し，さらに結合材中の全 SO3量

が 3.0％になるように天然無水石こうを添加したコンク

リート（MB60），比較用として M，BB を単独で用いた

コンクリートについて検討した。配（調）合条件は，水結

合材比 50%，細骨材率 45%，AE 減水剤の添加率 B×0.25%

（B：結合材量）とし，目標スランプ 10.0±2.5cm，目標

空気量 4.5%±1.0%になるように，単位水量および空気量

調整剤の添加量を調整した。コンクリートの練混ぜは，

二軸強制練りミキサ（公称容量 100L）を用いて，20℃の

恒温室内で行った。 

2.3 ＴＳＴＭ試験 

一軸拘束型の温度応力シミュレーション装置（以下，

TSTM と称する）の概要図を図－1 に示す。試験体の寸

法は 150×150×1000mm（拘束試験体は拘束部を含める

と 1500mm）であり，試験体の両側面に設置した変位計

（標点間距離：750mm）を用いて試験体の変形を測定し

た。 

TSTM の試験体には，各配（調）合を用いたマスコンク

リート部材の内部を想定した温度履歴を与えた。すなわ

ち，厚さ 2m，高さ 4m，長さ 10m の壁部材の 3 次元 FEM

温度解析より求めた部材中心位置における温度履歴とし

た。温度解析で用いる断熱温度上昇特性には，JCI-SQA3

「コンクリートの断熱温度上昇試験方法（案）」に準拠し

て行った試験による測定値を用い（図－2），その他の物

性値については，日本コンクリート工学会「マスコンク

リートのひび割れ制御指針 2008」8）（以下，ひび割れ制

御指針と称する）を参考にして設定した。通水パイプに

流す水温を調整することにより，試験体の温度が所定の

温度履歴となるように制御した。 

拘束試験体は，標点間の変形がゼロになるような完全

拘束状態（拘束度 1.0）で制御し，その拘束条件下におけ

るひび割れ発生までの応力挙動を測定した。 

また，TSTM 試験体と同一の温度履歴で制御した恒温

槽内で養生した円柱供試体（φ100×200mm）を用いて，

圧縮強度（測定方法：JIS A 1108）を測定した。 

 

3. 実験結果および考察 

 TSTM 試験体の温度履歴を図－3 に示す。いずれの配

（調）合においても，初期温度 20℃から温度が上昇し，材

齢 2.5 日程度で最高温度に達した後，材齢 30 日程度で

20℃まで温度が降下する履歴となった。最高温度は

MB60，M，BB でそれぞれ 47.4℃，50.9℃，64.1℃であ

り，MB60 は M より 3.5℃，BB より 16.7℃低かった。 

 TSTM 無拘束試験体の材齢初期におけるひずみを図－

4 に示す。このひずみは，温度変化にともなう温度ひず

みと自己収縮ひずみの双方が含まれたものである。

 
 

図－1 TSTM 試験の概要図 
 

 

図－2 断熱温度上昇特性 

 

 
 

図－3 TSTM 試験体の温度履歴 
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MB60 は，M および BB と比較して温度上昇量が小さい

にもかかわらず，温度上昇時に生じる膨張ひずみが最も

大きくなっており，この要因としては，SO3 量を高めた

高炉スラグ混和コンクリートの研究で報告されている 9），

エトリンガイト生成による初期膨張の影響が考えられる。

図－5は，図－4のひずみから温度ひずみを差し引いて算

出した自己収縮ひずみを示したものである。ここで，温

度ひずみを求めるための熱膨張係数は，高炉スラグを用

いているMB60およびBBは12×10-6/℃，Mは10×10-6/℃

とした。MB60 の自己収縮ひずみは材齢初期に約 100×

10-6膨張しており，これは筆者らが行った既往の研究 5）

と同様の結果であった。ただし，寸法 100×100×400mm

の試験体（中心に埋込型ひずみ計を設置）で測定した既

往の実験では，初期の膨張後に収縮ひずみが生じたのに

対して，本実験では収縮ひずみがほとんど見られなかっ

た。この点については，TSTM 試験体における中央部と

端部の温度差（本実験では最大 3℃程度）や偏心（本実

験では 2 つの変位計の差が最大 0.05mm 程度）などの影

響が考えられるため，今後の検討課題としたい。 

 TSTM 拘束試験体にひび割れが発生するまでの応力履

歴（正：引張，負：圧縮）を図－6 に示す。ひび割れが

発生した材齢（以下，ひび割れ発生材齢と称する）は，

MB60，M，BB でそれぞれ 10.7 日，10.9 日，5.9 日であ

り，MB60 は M とほぼ同等で，BB より明らかに遅れる

結果であった。なお，ひび割れ発生材齢は，試験体に生

じていた引張応力が急激にゼロ付近まで低下した時点と

した。 

応力の挙動を見ると，温度上昇時に生じる圧縮応力の

最大値は，MB60，M，BB でそれぞれ 1.35，0.99，1.17N/mm2

であり，無拘束試験体に生じた膨張ひずみの大小関係と

対応していた。一方，ひび割れ発生材齢における引張応

力は MB60，M，BB でそれぞれ 2.15，2.36，2.17N/mm2

であり，配（調）合による顕著な差は認められなかった。

図中には， TSTM 試験体と同一の温度条件下における圧

縮強度の結果（図－7）を基に算出した割裂引張強度を併

記している。圧縮強度は，実験値を式（1）で回帰して定

め，割裂引張強度は，本実験と同一の材料を用いた既往

の実験 5）より得られた割裂引張強度と圧縮強度の関係式

（式（2））を用いて算出した。ひび割れ発生材齢におけ

る応力強度比（引張応力／割裂引張強度）は，配（調）合

による差はなく，0.7～0.75 の範囲内であった。 

 

 

 

 

ここに，f ’c(t)：圧縮強度（N/mm2），t：材齢（日），t0：

凝結始発材齢（日），a および b：圧縮強度の発

)(
)(

0

0'

ttba
tt

tfc −⋅+
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図－4 TSTM 無拘束試験体のひずみ 

 

 

図－5 TSTM 無拘束試験体の自己収縮ひずみ 
 

 
図－6  TSTM 拘束試験体の応力履歴 

 

 

図－7 圧縮強度 
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現を表す係数 

 

 (2) 

 

ここに，ft：割裂引張強度（N/mm2），f ’c：圧縮強度（N/mm2） 

 

応力と拘束ひずみ（拘束試験体のひずみ（＝完全拘束

なのでゼロ）と無拘束試験体のひずみの差）の関係を図－

8 に示す。引張応力が生じる区間における拘束ひずみの

変化量は，MB60，M，BB でそれぞれ 100×10-6，113×

10-6，64×10-6であった。このひずみを引張限界ひずみ（引

張伸び能力）と仮定した場合，MB60 のひび割れ抵抗性

は，M より若干小さいものの，BB より明確に大きいと

考えられる。 

図－9 は，配（調）合ごとに，応力と拘束ひずみに概ね

線形関係が認められる区間，すなわち，（i）温度上昇時

における拘束ひずみの増加に対して圧縮応力の増加が小

さい区間，および（ii）圧縮応力が大きく増加する区間，

（iii）温度降下時で圧縮応力が減少して応力がゼロにな

るまでの区間，および（iv）引張応力が生じる区間の 4

つの区間について，その回帰直線および傾きを示したも

のである。この傾きは，拘束条件下における弾性ひずみ

とクリープひずみの双方が考慮された見かけのヤング係

数と考えられるものである。なお，本実験における区間

（i）は，MB60，M，BB でそれぞれ材齢 0.8，0.5，0.6

日程度までの期間に相当していた。  

温度上昇時の圧縮応力が大きく増加する区間（ii）か

ら温度降下時の圧縮応力が減少する区間（iii）において，

MB60 の見かけのヤング係数は M，BB より大きかった。

また，配（調）合によらず，圧縮応力が減少してゼロにな

るまでの区間（iii）と引張応力が生じる区間（iv）で見

かけのヤング係数が変化する傾向が認められるものの，

MB60 と M は引張応力が生じる区間（iv）で見かけのヤ

ング係数が小さくなるのに対して，BB は大きくなる結

果であった。これらについては，各配（調）合の若材齢に

おけるクリープ特性，および圧縮応力下と引張応力下の

クリープ特性の差異 10）などの観点から，詳細に検討す

ることが必要であり，今後の検討課題としたい。 

円柱供試体によるヤング係数および見かけのヤング

係数の経時変化を図－10，円柱供試体のヤング係数に対

する見かけのヤング係数の比（以下，ヤング係数比と称

する）を表－3に示す。円柱供試体によるヤング係数は，

前述の割裂引張強度と同様に，TSTM 試験体と同一の温

度条件下における圧縮強度を基に，既往の実験 5）より得

られたヤング係数と圧縮強度の関係式（式（3））を用い

て算出した。なお，回帰直線の傾きを算出した期間にお

ける見かけのヤング係数は一定値とした。 

66.0'29.0 ct ff =

 
 

図－8 応力と拘束ひずみの関係 

 

 

 

図－9 見かけのヤング係数（応力と拘束ひずみの関係） 
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     (3) 

 

ここに，Ec：ヤング係数（kN/mm2），f ’c：圧縮強度（N/mm2） 

 

 MB60 と M のヤング係数比は，材齢とともに増加し，

温度降下時の圧縮応力が減少する区間で 0.9～1.0 程度と

なった後，引張応力が生じる区間で 0.7～0.8 程度まで減

少しており，既往の研究と同様の傾向であった 11），12）。

一方，BB のヤング係数比は引張応力が生じる区間まで

増加しており，MB60，M と傾向が異なった。 

また，本検討によるヤング係数比とひび割れ制御指針
8）で提示されているクリープの影響を考慮したヤング係

数の補正係数（温度上昇時：0.42，温度降下時：0.65）を

比較すると，配（調）合によらず，総じて温度上昇時は小

さく，温度降下時は大きい傾向が認められた。 

 図－11は，TSTM 試験の応力挙動について，実験値と

計算値を比較したものである。計算には，TSTM 無拘束

試験体のひずみ，円柱供試体の圧縮強度に基づくヤング

係数，およびクリープの影響を考慮したヤング係数の補

正係数として表－3 に示したヤング係数比を用いた。い

ずれの配（調）合においても，計算値は圧縮応力が最大と

なる材齢が実験値より若干遅れているものの，温度上昇

から温度降下までの応力挙動を概ね良く評価していた。 

 

4. まとめ 

 中庸熱ポルトランドセメントを基材とし，高炉スラグ

微粉末を 60%，無水石こうを結合材中の全 SO3 量が 3%

となるように混和したコンクリートの温度ひび割れ抵抗

性について，温度応力シミュレーション装置（TSTM）

を用いて実験的に検討した。以下に得られた結果をまと

めて示す。 

(1) 壁部材内部を想定した温度履歴下における温度ひび

割れ発生材齢は，高炉セメントB種より明確に遅く，

中庸熱ポルトランドセメントを用いた場合とほぼ同

等であった。 

(2) 温度上昇時に生じる圧縮応力は，高炉セメント B 種

や中庸熱ポルトランドセメントを用いた場合より大

きく，その要因としては，SO3量を高めたことによる

初期膨張の影響が考えられる。 

(3) 温度ひび割れ発生材齢における応力強度比（引張応

力/割裂引張強度）は 0.7 程度であり，セメント種類

による顕著な差はなかった。 

(4) 引張限界ひずみ（引張応力下におけるひび割れ発生

まで拘束ひずみ）は，中庸熱ポルトランドセメント

より若干小さいものの，高炉セメント B 種より明確

に大きかった。 

42.0'6.85 cc fE =

 

図－10  ヤング係数の経時変化 

 

表－3 ヤング係数比 

 MB60 M BB 

区間（i） 0.10 0.12 0.13 

区間（ii） 0.46 0.40 0.29 

区間（iii） 1.03 0.90 0.77 

区間（iv） 0.78 0.67 1.10 

 

 

 

図－11 応力の解析結果 
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(5) 応力と拘束ひずみの関係より算出した見かけのヤン

グ係数と円柱供試体によるヤング係数の比は，中庸

熱ポルトランドセメントとほぼ同程度であった。 
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